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第１ 再犯防止推進計画策定の概要 

１ 計画策定の背景 

我が国の刑法犯の認知件数は、平成８年以降毎年戦後最多を記録し、平成14 年には

ピークを迎えました。これを受け、政府は平成15年に犯罪対策閣僚会議を設置し、主に

犯罪の抑止を課題として様々な対策を進めた結果、平成15年以降刑法犯の認知件数は減

少し続けています。 

一方、起訴猶予者、執行猶予者、罰金・科料を受けた者、矯正施設出所者、非行少年

若しくは非行少年であった者（以下、「犯罪をした者等」という。）等の立ち直りを支

援する更生保護や再犯防止施策は、これまで国の刑事政策として行われてきており、県

では、青森県地域生活定着支援センターの設置・運営、“社会を明るくする運動”への参

画などに協力しています。 

民間団体やボランティアにおいても、地区保護司会による更生保護サポートセンター

の開設、青森県更生保護女性連盟及び地区更生保護女性会による施設訪問や食事づくり

などの地域密着型の活動を行政機関と連携して行い、再犯の防止に取り組んでいます。 

しかしながら、犯罪をした者等の中には、薬物事犯者や高齢者・障害者など福祉によ

る支援が必要な者、住居や就労先を確保できないまま矯正施設を出所する者など、様々

な生き辛さを抱えた結果、再び犯罪を行う者が存在し、少子化による年少人口の減少と

高齢者人口の増加に伴い、検挙人数に対する少年割合は減少しているものの高齢者の割

合が増加してきています。 

政府は平成24年７月の犯罪対策閣僚会議で「再犯防止に向けた総合対策」を定め、そ

の中で「出所等をした年を含む２年間における刑務所等に再入所する者の割合（２年以

内再入率）を平成33年までに20 パーセント以上減少させる。」との数値目標を定めま

した。 

また、その後も犯罪対策閣僚会議を開催し、平成28 年７月には「薬物依存者・高齢

犯罪者等の再犯防止緊急対策」を決定し、更に令和元年12月には、より重点的に取り組

むべき３つの課題に対応した各種取組を加速させる「再犯防止推進計画加速プラン」を

決定したところです。 

本県の再犯者率は全国平均よりも低いものの、近年は40%半ばの状態が続いており、

犯罪をした者等の地域生活への定着に向けた支援の必要性が増しています。 
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（法務省大臣官房秘書課企画再犯防止推進室提供資料） 

 

 

（法務省大臣官房秘書課企画再犯防止推進室提供資料） 
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２ 計画策定の趣旨 

国会においては、平成28年12月に議員立法により、国との適切な役割分担を踏まえて

地域の事情に応じた再犯防止に関する施策を策定・実施する地方公共団体の責務を規定

するとともに、地方公共団体に対して、国の計画を勘案した地方再犯防止推進計画を策

定する努力義務を課した再犯の防止等の推進に関する法律（平成28年法律第104号。以

下「再犯防止推進法」という。）が制定され、政府は、この法律に基づき平成29年12月

15日に国の再犯防止推進計画を閣議決定しました。 

このような状況を受け、本県でも国の再犯防止推進計画を勘案し「青森県再犯防止推

進計画」を策定します。この計画に基づき県の実情に応じた再犯防止施策を実施し、犯

罪をした者等が円滑に社会の一員として復帰することができ、再び犯罪をすることをな

くすことで、県民が犯罪による被害にあうことを防止し、安全で安心して暮らせる社会

の実現を目指していきます。 

 

３ 青森県再犯防止推進計画の位置付け 

当該計画は、再犯防止推進法第８条に定める地方再犯防止推進計画として策定しま

す。 

計画の対象者は、犯罪をした者等のうち、支援が必要な者とします。 

 

４ 基本方針 

国の再犯防止推進計画で示されている５つの基本方針、７つの重点事項を踏まえ、犯

罪をした者等が、多様化が進む社会において孤立することなく、再び社会を構成する一

員となることにより、県民の犯罪被害を防止し、安全で安心して暮らせる社会の実現に

寄与するため、次の重点課題に取り組みます。 

① 国・民間団体等との連携による支援体制の整備 

② 就労の確保 

③ 住居の確保 

④ 保健医療・福祉サービスの利用の促進 

⑤ 非行防止活動及び学校等と連携した修学支援 

⑥ 民間協力者の活動の促進、広報・啓発活動の推進 

 

５ 推進体制 

 計画の推進に当たっては、青森県再犯防止推進委員会により各施策の進捗管理を行

い、関係団体の意見等を踏まえながら、その後の施策の方向性を検討していきます。 
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６ 計画期間 

 この計画の期間は、令和３年度から令和７年度までの５年間とします。 
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【刑事司法手続きの流れ（成人）】 

        

 

成人による刑事事件の流れ

警察など

１

検挙

検察官送致

検察庁
２

受理

起訴

交通反則金

微罪処分

不起訴

裁判所
３

受理

懲役・禁錮・拘留

刑務所など
４

入所

満期釈放

婦人補導院
６

入院

退院

保護観察所
５

受理

期間満了など

犯罪

検察官認知など

略式手続

罰金・科料

罰金・科料

執行猶予

保護観察付全部

執行猶予

補導処分

無罪など

仮退院

取消しなど

労役場留置

仮釈放など
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【刑事司法手続きの流れ（非行少年）】 

 
 

非行少年に関する手続きの流れ

警察など

１

検挙

送致

一般人・警察など

発見

通告・送致

児童相談所

送致

検察庁

受理

送致 受理

２

逆送された

事件

家庭裁判所
３

５ 地方裁判所など
保護観察付

執行猶予

６ ７

少年鑑別所４

少年院
８

入院

退院

少年刑務所など

入所

満期釈放

保護観察所

受 理

９

ぐ犯少年

触法少年
犯罪少年

罰金・科料

執行猶予

無罪など
懲役・禁錮・拘留

仮釈放

不処分

審理不開始

検察官送致

（逆送）

取消など期間満了など解除など

仮退院

児童相談所長

など送致

児童自立支援

施設など送致
少年院送致 保護観察

起訴

受理

通告・送致
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第２ 再犯の防止等に関する目標 

青森県再犯防止推進計画を進める上での成果指標を以下のとおり設定し、その達成に

向けて施策を実施します。 

 

 

政 府 目 標（平成24年７月「再犯防止に向けた総合対策」より） 

 

 

 

 政府目標を参考に本県の再犯者数647人（令和元年）について、計画終了年度までに

20％以上の減少を目指すこととし、目標を次のとおり設定します。 

 

 青森県の目標 

 

 

  

２年以内再入率の基準値から、平成 33（令和３）年までに 20％以上減少させる。 

再犯者数：647人（ 令和元年） ⇒  517人以下（令和７年） 
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第３ 今後取り組んでいく施策 

 

１ 国・民間団体等との連携による支援体制の整備 

（１）現状 

   令和元年の青森刑務所出所者 228 人（うち満期釈放者 107 人、仮釈放者 121 人）

のうち、更生保護施設に入所した者は合計 73 人（青森県内に帰住：11 人、県外に

帰住：62 人）、社会福祉施設等に入所した者は合計７人（青森県内に帰住：6 人、

県外に帰住：1 人）で、全体の 35.1％でした（青森刑務所調べ）。 

また、「青森県地域生活定着支援センター」が令和元年度に高齢者や障害を有す

る者に必要な支援を行う特別調整を実施した者は、18 人（県外への帰住者含む）で

した。 

 

  〇県の取組 

   青森県地域生活定着支援センターにおいて、高齢又は障害のため自立が困難な刑

務所等からの出所者が、出所後直ちに適切な福祉サービスを受けられるよう支援し

ています。具体的には、住居や福祉サービスへのつなぎ、刑務所入所中からの要介

護認定や障害者手帳の取得に向けた支援を行っています。 

 

  〇国の取組 

   矯正施設、更生保護機関、職業安定機関、地域の経済団体等の職員を構成員とし

て、関係機関の連携を図ることを目的として、都道府県刑務所出所者等就労支援事

業協議会を毎年開催しています。 

 

（２）課題 

   保護観察に付されている者には保護観察所による指導・援助があるものの、それ

以外の者に対しては支援体制が十分とは言えません。 

   地域生活定着支援センターの支援の対象は、高齢又は障害のため、自立した生活

を営むことが困難で出所後直ちに福祉サービスの支援が必要な者に特化しており、

一般的な出所者の相談先ではありません。既存の支援は様々な分野に跨っており、

支援が限定的となっています。 

 

（３）具体的施策 

  〇県と国の関係機関、民間関係団体等で構成する会議の開催（健康福祉政策課） 

   青森県再犯防止推進委員会を開催し、情報の共有・理解を図るとともに、県と国

の関係機関、民間関係団体等の役割分担の下、計画の趣旨・目標に向けて計画に盛
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り込んだ再犯防止に関する施策を推進し、より効果的な施策の在り方について検討

していきます。 

 

  〇市町村における再犯防止推進計画の策定促進（健康福祉政策課） 

市町村に対して、国の通知や他県の状況等の情報提供を行い、再犯防止推進計画

策定や再犯防止に関する施策の推進を求めていきます。 
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 ２ 就労の確保 

（１）現状 

〇就労と再犯の関係 

 刑務所への再入者は、初入者に比べて無職であった者の占める割合が高く、再入

者の約７割が再犯時に無職の者となっています。 

    

 
（令和２年犯罪白書） 

 

 

 また、青森保護観察所において保護観察が終了した者のうち、令和元年は約４割

が保護観察終了時に無職となっていました。 

 

【保護観察終了時に無職である者の数及びその割合 

（仮釈放者及び保護観察付全部執行猶予者）】 

 
（法務省大臣官房秘書課企画再犯防止推進室提供資料） 

 

 

 

64.3

71.1

35.7

28.9

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

初入者

再入者

入所受刑者の就労状況別構成比（令和元年・青森県）（％）

無職 有職

平成27年 平成28年 平成29年 平成30年 令和元年

保護観察終了人員

（職業不詳の者を除く）
164人 146人 114人 109人 122人

うち保護観察終了時に

無職である者の数
  65人   69人   58人   43人   49人

保護観察終了時に

無職である者の割合
39.6% 47.3% 50.9% 39.4% 40.2%
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〇協力雇用主の状況 

 刑務所からの出所者等をその事情を理解したうえで雇用し、改善更生に協力する 

民間の事業主である「協力雇用主」への登録数は全国的に見ると年々増加しており、 

本県における令和元年の登録企業数は 159 社となっています。本県においては、人 

口 10 万人当たりの登録企業数は 12.8 社（令和元年 10 月時点）となっており、全 

国 43 位と下位に位置しています。 

 

【都道府県別協力雇用主数（令和元年 10 月 1 日現在）】 

  
（青森県健康福祉政策課調べ） 

 

【協力雇用主への登録企業数】 

   
※平成 28 年から平成 30 年までは 4 月 1 日現在、令和元年は 10 月 1 日現在 

（法務省大臣官房秘書課企画再犯防止推進室提供資料） 

 

〇県の取組 

協力雇用主に対し、県が発注する建設工事競争入札参加資格審査において加点を

行う優遇措置導入を検討しているところです。 

暴力団員の場合、出所後に就労するためには暴力団からの離脱が必須であること

から、収容中の暴力団員に対する離脱意志を喚起するため、矯正施設からの依頼に

順位 都道府県名 協力雇用主数
人口10万人当たりの

協力雇用主数

1 長野県 945 46.1

2 岩手県 531 43.3

3 秋田県 373 38.6

4 宮城県 834 36.2

5 山形県 384 35.6

43 青森県 159 12.8

（青森県）

平成28年 平成29年 平成30年 令和元年

登録企業数 163 175 182 159
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応じ、警察職員を派遣して警察が行う援護の措置及び暴力団離脱者の成功事例につ

いて講演をする等、啓発活動を行っています。 

 

〇国の取組 

 刑務所出所者等の雇用支援を行う矯正就労支援情報センター（コレワーク）の運

営、刑務所出所者等就労奨励金の給付や協力雇用主の確保、ハローワークによる刑

務所出所者等総合的就労支援事業（専用の職業紹介や専門の支援職員による職業相

談等）を行っています。 

 

（２）課題 

   刑務所出所者等総合的就労支援事業の対象者のうち、県内においては 35％が就

職したものの、なお６割以上の者が就職に結びついていません（令和元年度）。協

力雇用主への登録企業数の増加を図るとともに、雇用のマッチングに力を入れる等、

実際に就労する者の増加を図る必要があります。 

   また、暴力団からの離脱は、あまり進んでいないのが現状です。 

 

（３）具体的施策 

   〇県の建設工事競争入札参加資格審査での加点措置（監理課） 

県の建設工事競争入札参加資格審査において、協力雇用主へ登録している企業

への加点制度を導入します。 

 

〇暴力団離脱に向けた支援と暴力団離脱出所者の就労に向けた支援の実施 

（警察本部） 

    暴力団離脱希望者の相談に対する体制の充実に努めるとともに、「青森県暴力

団社会復帰対策協議会」により、同協議会に参加している刑務所、保護観察所、

保護司会、職業安定機関等との連携を強化して、暴力団離脱出所者の就労の実現

に向けた支援を実施します。 

 

〇就労支援の充実（労政・能力開発課） 

 就労意欲がある刑務所出所者等に対し、県内５つの職業能力開発校において就

労に必要な職業訓練を行い資格取得等の支援をするほか、「ヤングジョブプラザ

あおもり」や「ネクストキャリアセンターあおもり」において早期の就労に向け

た相談や支援を行います。 
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【国の取組紹介】仙台矯正管区  

矯正就労支援情報センター室（コレワーク東北）の就労支援 

 

 保護観察終了時における無職者の再犯率は、有職者に 

比べて約３倍高くなっているなど、仕事の有無が再犯・ 

再非行の防止に大きく影響しています。 

コレワークでは、刑務所や少年院を出て地域社会に戻 

る人たちの就労の確保に向け、彼らを受け入れてくださ 

る事業主と受刑者等をつないでいけるよう次のような取 

組を行っています。 

【コレワークの主なサービス】 

 

 

 

 

【雇用情報提供サービスの流れ】 

 

 

 

 

 

 

刑事施設・少年院  コレワーク 事業主等  

事業所所在地  

ハローワーク  

資格等

の情報 

雇用情報の提供  

情報提供 矯正施設所在地  

ハローワーク  

専
用
求
人 

受
刑
者
等 

専
用
求
人 

応

募 

求人情報の提供  

雇用情報提供 

サービス 

採用手続支援 

サービス 

就労支援相談窓口 

サービス 

〇全国の受刑者・少年院在院者の 

 資格、職歴、帰住予定地などの 

 情報を一括管理 

〇事業主の方の雇用ニーズにマッチ  

 する者を収容する矯正施設を紹介 

〇求人に応募した者に係る採用手続 

 に必要な情報を提供  

〇事業主の方に対する各種支援制

度をご案内 

〇事業主の方に対する矯正施設見

学会、矯正展、職業訓練見学会

をご案内 

〇採用面接の日程調整等に係る 

矯正施設との連絡調整 

『お問い合わせ先』 

 仙台矯正管区 矯正就労支援情報センター室（コレワーク東北） 

   電話 ０１２０－２９－５０８９ 
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３ 住居の確保 

（１）現状 

   犯罪をした者等が地域社会の中で孤立することなく、安定した生活を送るために

は、住まいの確保が重要です。令和元年の青森刑務所の出所者 228 人のうち、帰住

先がない者は 99 人（43.4％）、更生保護施設及び社会福祉施設等へ入所した者は 17

人（7.5％）でした。 

   

【青森県内の更生保護施設（プラザあすなろ）からの退所者推移】 

     
（青森保護観察所提供） 

 

 

 〇県の取組 

   地域生活定着支援センターにおいて、高齢又は障害があるため自立した生活を営

むことが困難で福祉的な支援を必要とする出所者に対して、適切な福祉施設をあっ

せんするほか、生活保護制度や生活困窮者自立支援制度へのつなぎ等を実施してい

ます。 

〇国の取組 

 特別調整による居場所の確保に取り組んでいるほか、住宅確保要配慮者に対する

賃貸住宅の供給の促進に関する法律に基づき、犯罪をした者等のうち、住宅確保要

配慮者に該当する者に対して、賃貸住宅に関する情報提供及び相談を実施していま

す。 

 

（２）課題 

   身元保証のない者の住居の確保や、犯罪をした者等が安定した住居を確保できる

よう支援する必要があります。 

 

（３）具体的施策 

  〇公営住宅への受け入れ（建築住宅課） 

 住居に困窮している犯罪をした者等の県営住宅への入居における配慮に向けた

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

退所者総数 31人 28人 22人 33人 27人

うち退所先不明者数 7人 7人 3人 2人 1人

退所先不明者のうち

無断退所者数
5人 0人 0人 0人 0人
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検討を行います。 

 また、再犯防止推進法に基づく犯罪をした者等の公営住宅への入居について、国

（国土交通省）から通知される情報を県内市町村へ周知します。 

 

〇住宅確保要配慮者居住支援法人との連携による住居の確保（健康福祉政策課） 

 住宅確保要配慮者居住支援法人と連携し、犯罪をした者等の住居の確保が円滑に

行われるよう支援します。 
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４ 保健医療・福祉サービスの利用の促進 

（１）高齢者又は障害者等への支援 

  ア 現状 

令和元年の青森県内の刑法犯検挙者数 1,297 人（少年を除く）のうち、65 歳 

以上の高齢者数は 410 人となっています。検挙人数に対する高齢者の割合は、平 

成 29 年以降の統計を見ると、高齢化を反映して 3 割以上で推移しています。 

 

【検挙人数に対する高齢者の割合】 

   
※刑法犯総数は少年を除いた数である。 

                （法務省矯正局データを基に青森県作成） 

 

〇県の取組 

地域生活定着支援センターにおいて、刑務所入所者への介護保険制度や障害福

祉制度の周知、介護保険サービスや障害福祉サービスを利用するための出所前の

調整等の支援を行っています。 

 

 

【青森県地域生活定着支援センター事業内容と取扱実績】 

   
                            ※件数は開始件数。 

                       （青森県健康福祉政策課調べ） 

 

 

平成29年 平成30年 令和元年

刑法犯総数 1,430人 1,526人 1,297人

上記のうち高齢者人数 　499人 　531人 410人

刑法犯総数に対する高齢者割合 34.9% 34.8% 31.6%

平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

コーディネート業務

（特別調整・一般調整の合計）
16件 14件 15件 19件

フォローアップ業務 20件 15件 24件 27件

相談支援業務 22件 32件 9件 10件

合　　計 58件 61件 48件 56件
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   〇国の取組 

    更生保護施設に福祉職員を配置し、福祉関係機関等の協力を得ながら、入所者

の処遇を実施しています。 

 

  イ 課題 

    刑事司法手続において、高齢者や障害者の情報把握や支援体制が不十分である

ことが課題となっています。 

    また、地域生活定着支援センターの支援対象者は、矯正施設退所者となってお

り（出口支援）、高齢又は障害により支援を必要とする被疑者・被告人等を支援

（入口支援）する仕組みがありません。 

 

  ウ 具体的施策 

   〇地域生活定着支援センターの運営（健康福祉政策課） 

    地域生活定着支援センターを運営し、高齢又は障害のため自立した生活を営む

ことが困難な受刑者が出所後直ちに必要な福祉サービスを受けることができる

よう支援するとともに、家族や身寄りがなく、当面の衣食住に窮する更生緊急保

護対象者への支援等を行います。 

    また、地域生活定着支援センターの対象者として、高齢又は障害により福祉的

な支援を必要とする被疑者・被告人等を新たに加えます。 

 

（２）薬物依存症者への支援 

  ア 現状 

    青森県内における覚醒剤取締法違反の検挙人数は、毎年 40 人前後で推移して 

います。 

平成 30 年の出所後２年以内の再入率は、覚醒剤取締法違反者は 28.5％と、窃

盗の 57.1％に次いで高い率となっており、薬物依存者への支援が必要となってい

ます。 

 

 

【覚醒剤取締法違反による検挙人数（青森県）】 

       
                               ※少年を除く。 

                   （法務省矯正局データを基に青森県作成） 

 

平成29年 平成30年 令和元年

検挙人数 42人 37人 40人
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   〇県の取組 

    薬物に関する身近な相談窓口を保健所に、精神障害等を含む専門的な相談窓口

を精神保健福祉センターに設置し、薬物関連問題の発生予防と薬物依存者の社会  

復帰の促進等を行っています。また、薬物に手を染めさせないための普及啓発活

動も行っています。 

 

〇国の取組 

 矯正施設と保護観察所が連携し、薬物事犯対象者について専門的指導プログラ

ムを実施しているほか、薬物依存症に関する課題を共有し、協働してその課題に

対応する方法を検討するため、医療機関を中心とした協議会を毎年開催していま

す。 

 

  イ 課題 

 薬物事犯者には、更生保護関係機関のほかに医療関係機関や自助グループなど、 

多くの機関が連携した支援が必要です。 

 

  ウ 具体的施策 

   〇関係機関や青森県薬物乱用防止指導員との連携強化（医療薬務課） 

    青森県薬物乱用対策推進本部を引き続き設置し、参画する関係機関との連携強

化を図ります。また、青森県薬物乱用防止指導員や関係機関と協力し、地域住民

（学校や町内会等）に対する出前講座や啓発資材（ポスター等）の配布等の普及

啓発活動を実施します。 

    

〇薬物依存症者と家族に対する支援（障害福祉課・精神保健福祉センター） 

 薬物等依存者と家族が同じ悩みや苦しみを支え合い、理解し合える仲間と出会

いやつながりを持つことができるよう、精神保健福祉センターにおいて、依存症

グループ支援（本人の会、家族の会）を引き続き開催します。また、薬物依存に

関する相談窓口について、県民への周知を図ります。 
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５ 非行防止活動及び学校等と連携した修学支援 

（１）現状 

   人口減少に伴う少子化を反映して、刑法犯検挙人数に対する少年（14 歳以上 20

歳未満）割合は減少傾向にあります。 

 

【検挙人数と、検挙人数に対する少年の割合】 

  
（青森県警察統計） 

 

   また、犯罪少年、触法少年、ぐ犯少年を合わせた非行少年の総数も年々減少して

います。 

 

【非行少年数の推移】 

      
（青森県警察統計） 

 

 

  〇県の取組 

   非行少年を生まない社会づくり活動の一環として、少年警察ボランティアや大学

生による少年サポートボランティアと連携し、修学に問題を抱えた少年に対する学

習支援を実施するとともに、関係機関が連携・協力し、社会生活を営む上で困難を

有する子ども・若者を支援するため、「青森県子ども・若者支援地域協議会」を開

催しています。 

また、学費の負担の軽減策として、高等学校等に通う一定の要件を満たす世帯の

生徒の授業料に充てるための「高等学校等就学支援金制度」や、高等学校等を退学

した者が、再び高等学校等に入学し学び直す場合に、高等学校等修学支援金制度に

おける支給期間経過後も、一定期間継続して就学支援金相当額を支給する「学び直

し支援金制度」等を実施しています。 

 

 

平成28年 平成29年 平成30年 令和元年

非行少年人数 308人 227人 240人 159人
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〇国の取組 

   保護観察所では、各学校単位に担当保護司を配置し、学校等との日常的な連携や

協力体制を構築しています。 

   少年鑑別所では、少年非行等に関する専門的知識を活用し、地域社会における非

行及び犯罪の防止に関する援助（地域援助）として、当事者からの相談のほか、学

校等の関係機関からの依頼に応じて、非行防止教室・講演等の活動をしています。 

   少年院では、在院者に対する教科指導等を実施するとともに、出院後に復学・進

学を希望している者等を修学支援対象者として選定し、重点的に修学に向けた支援

を行っています。 

 

〇民間団体の取組 

県内の各地区保護司会では、毎年“社会を明るくする運動”の一環として保護観察

所と連携し、学校に出向いて児童生徒、保護者等に対し非行防止や薬物乱用防止に

ついて講義を行うなど、非行防止等の広報活動を実施しています。 

各地区更生保護女性会では、非行の未然防止や子育て支援のため、あいさつ運動

や保護者等へのミニ集会開催等の活動をしています。 

BBS 連盟では、児童の自立支援に資することを目的に、青森県立子ども自立セン

ターみらいを訪問し、スポーツを通じて交流を深めています。 

    

 

（２）課題 

   学びなおしを望む出所者等に対する適切な支援が必要であるとともに、関係機関

が連携し、非行防止活動や啓発活動に引き続き取り組む必要があります。 

 

 

（３）具体的施策 

  〇修学に問題を抱えた少年に対する学習支援（警察本部） 

少年警察ボランティア、少年サポートボランティアと連携し、修学に問題を抱え

た少年に対する学習支援を継続します。 

 

  ○刑務所を出所した者に対する学習支援（総務学事課、学校施設課、教職員課） 

   引き続き、「高等学校等就学支援金制度」や「学び直し支援金制度」等により、

学費の負担を軽減します。 

   なお、国では、十分な教育を受けられなかった者を対象とした夜間中学を、全て

の都道府県と政令指定都市に、少なくとも 1 か所ずつ設置することを目指す考えを
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示していることから、県では、国の動向を注視し必要な対応を検討していきます。 

   

〇スクールカウンセラー､スクールソーシャルワーカーによる連携体制の一層の充実

（学校教育課） 

   問題を抱える児童生徒や家庭に対応するため、各教育事務所にスクールカウンセ

ラー、スクールソーシャルワーカーを配置し、教育と福祉の両面に関する専門的な

知識・技術を用いて関係機関との連携を促進し、児童生徒の置かれた様々な環境の

改善を図ります。 

 

〇非行防止活動の実施等（警察本部、青少年・男女共同参画課）  

   高校生、中学生、小学生が主体となって活動している少年非行防止ＪＵＭＰチー

ム、リトルＪＵＭＰチームによる非行防止の呼びかけを積極的に展開していくほか、

「青森県子ども・若者支援地域協議会」を引き続き開催し、社会生活を営む上で困

難を有する子ども・若者を支援します。 
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６ 民間協力者の活動の促進、広報・啓発活動の推進 

（１）民間協力者の活動の促進 

  ア 現状 

    犯罪をした者等が円滑に社会の一員として復帰するためには、本人の努力だけ

はなく、行政や地域住民の理解や協力が必要です。しかし、再犯防止に関する施

策は、必ずしも行政職員や地域住民にとって身近なものではなく、関心や理解を

得ることが容易ではありません。 

また、県内における再犯の防止等に関する取組は、犯罪をした者等の指導・支

援にあたる保護司、社会復帰を支援するための幅広い活動を行う更生保護女性会

員、様々な問題や課題を抱える少年に対して、身近な存在として接しながら、健

全な成長を支援するＢＢＳ会員などの多くの民間ボランティアによって支えら

れています。 

    このような中、地域住民の地域とのかかわりや地域の支え合いが薄れており、

保護司のほか、更生保護や再犯防止に関わるボランティアのなり手の確保が困難

になっています。 

 

   〇県の取組 

    犯罪や非行のない安全で安心な明るい地域社会を築くため、知事が“社会を明

るくする運動”の青森県推進委員会委員長となって、この運動を民間協力者とと

もに盛り上げています。 

また、更生保護法人あすなろの理事及び評議員や、青森県更生保護会館施設運

営協議会委員に県職員が就任し、運営に参画しています。 

     

〇国の取組 

    法務省が中心となり、すべての国民が、犯罪や非行の防止と犯罪や非行をした

人たちの更生について理解を深め、それぞれの立場において力を合わせ、犯罪や

非行のない安全で安心な明るい地域社会を築くための全国的な運動である“社会

を明るくする運動”を展開しています。 

保護司会、ＢＢＳ会、更生保護女性連盟及び協力雇用主等の民間協力者団体の 

活動を支援しています。 

    

   ○民間団体の取組 

【更生保護関係団体と活動内容】 

 青森県保護司会連合会 

  青森県保護司会連合会は、県内 11 地区の地区保護司会で構成されており、青
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森県保護司会連合会、地区保護司会はそれぞれが保護司法に基づき組織されてい

ます。 

  保護司は、犯罪をした人や非行のある少年の立ち直りを地域で支えるボランテ

ィアで、その主な職務には、保護観察を受けている人との面接を行い指導・助言

すること、刑務所や少年院に入っている人の帰住先の生活環境を調整すること、

犯罪を予防するために啓発活動を行うことがあり、現在、県内で約 560 人が活動

しています。 

 

更生保護法人青森県更生保護協会 

  保護司会、更生保護女性会、ＢＢＳ会、協力雇用主、更生保護施設などの円滑

な活動のための資料作成、研修、助成等のほか、犯罪予防や更生保護に関する広

報活動を行う団体です。また、刑務所出所者等に対する助言や支援などの一時的

な保護も行っています。 

 

更生保護施設プラザあすなろ 

  刑務所出所者等のうち頼るべき人がいないなどの理由で、帰るべき場所がない

人たちに対して、一定期間、宿泊場所や食事を提供する民間の施設です。 

  更生保護施設は、宿泊場所や食事の提供とともに、就職指導や社会適応のため

必要な生活指導を行うなどして、被保護者の円滑な社会復帰を手助けします。 

現在、県内には１施設があり、法務大臣の認可を受けた更生保護法人あすなろ

によって運営されています。 

 

青森県更生保護女性連盟 

  犯罪や非行のない明るい地域社会の実現に寄与することを目的として、地域の

犯罪予防活動と犯罪をした人や非行のある少年の更生支援活動を行う女性ボラ

ンティア団体です。女性の持つあたたかい細やかさを生かし、家庭や非行問題を

地域住民と考えるミニ集会の実施、子育て支援地域活動、保護観察対象者の社会

貢献活動への協力、更生保護施設・矯正施設の訪問など多様な活動を展開してい

ます。現在、県内で 23 地区更生保護女性会があり、約 1,100 人の会員が活動し

ています。 

 

青森県ＢＢＳ連盟 

  「兄」や「姉」のような身近な存在として、少年たちと一緒に悩み、一緒に学

び、一緒に楽しむ青年ボランティア団体です。 

  非行少年等の「ともだち」となってその成長や自立を支援する「ともだち活動」
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のほか、地域に根ざした非行防止活動やグループワーク、学習支援等を行ってお

り、県内で約 150 人の会員が活動しています。 

 

青森県協力雇用主会連盟 

  協力雇用主は、犯罪・非行の前歴のため定職に就くことが容易でない保護観察

対象者や更生緊急保護対象者を、その事情を理解した上で雇用し、改善更生に協

力する民間の事業者であり、更生保護の分野における就職援助活動上、極めて重

要な役割を果たしており、令和元年 10 月時点では、県内で 159 社の事業者が登

録されています。 

 

特定非営利活動法人青森県就労支援事業者機構 

  県内の経済団体や事業者の協力を得て、犯罪・非行をした人たちの就労支援な

どを行い、再犯のない安全な社会づくりに協力する組織です。 

  主な事業としては、犯罪者等の雇用に協力する意思を有する事業者の増加を図

ること、協力雇用主が犯罪者等を雇用した場合におけるその給与支払いの助成事

業、犯罪者等の就労支援活動に従事する者に対する研修・指導及び顕彰等を行っ

ています。 

    

イ 課題 

    保護司のなり手の確保、更生保護女性連盟やＢＢＳ連盟の新規会員の確保が難

しくなっているなど、民間協力者の確保が課題となっています。 

 

ウ 具体的施策 

   〇民間協力者団体が実施する啓発活動への支援（健康福祉政策課） 

    “社会を明るくする運動”へ引き続き参画するとともに、民間協力者団体が実施

する啓発活動についての広報を実施し、犯罪をした者等の立ち直り支援活動に関

する普及啓発を行います。 

 

   〇保護司等のなり手確保のための支援（健康福祉政策課） 

県の退職者説明会等において保護司や更生保護女性連盟の活動を紹介するチ

ラシを配布する等、なり手を確保するための支援を行います。 

 

   〇民間協力者への情報提供（健康福祉政策課） 

    県が実施する各種の支援制度等について周知するため、保護司会等の民間協力

団体が主催する研修会に職員を派遣するなどの協力を行います。 
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   〇民間協力者に対する表彰の検討（健康福祉政策課） 

    地域の安全・安心に貢献した民間ボランティアの活動や意義が、広く県民に共

有されるための表彰制度について検討します。 

 

（２）広報・啓発活動の推進 

  ア 現状 

    犯罪をした者等の社会復帰のためには、自らの努力を促すだけでなく、社会に

おいて孤立することのないよう、県民の理解と協力を得て、犯罪をした者等が立

ち直り、再び社会を構成する一員となることを支援することが重要です。 

本県においても、 “社会を明るくする運動”を全県で展開し、令和元年には、

27,471 人が参加して広報・啓発活動を行いました。 

 

【“社会を明るくする運動”参加者数（青森県）】 

      
                         （青森保護観察所提供） 

 

   〇県の取組 

    犯罪や非行のない安全で安心な明るい地域社会を築くため、知事が“社会を明

るくする運動”の青森県推進委員会委員長となって、この運動を民間協力者とと

もに盛り上げています。 

 

   〇国の取組 

    市町村を中心に、更生保護ボランティアの活動に関する広報を依頼し、更生保

護活動の普及啓発を図っています。 

    ７月を「再犯防止啓発月間」、“社会を明るくする運動”の強調月間として、再

犯防止や更生保護等について啓発活動を行っています。 

 

  イ 課題 

    犯罪や非行防止、罪を犯した人たちの更生について、県民の関心が低く、また、

犯罪をした者等に対する県民の不安が見られます。 

 

  ウ 具体的施策 

   〇犯罪をした者等の人権啓発の強化（健康福祉政策課） 

    “社会を明るくする運動”や市町村の広報媒体等を活用し、更生保護活動の紹介、

平成27年 平成28年 平成29年 平成30年 令和元年

20,394人 18,756人 22,526人 22,256人 27,471人参加者数
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犯罪をした者等の人権についての啓発に努めます。 

 

   〇広報の実施（健康福祉政策課） 

国の関係機関、市町村及び民間団体と連携しながら、県の広報媒体（ホームペ

ージ、ＳＮＳ、新聞、ラジオ等）を活用した広報に取り組むほか、７月の“社会を

明るくする運動”の強調月間、再発防止啓発月間に合わせ、県民の再犯防止や更

生保護等について理解を深めるための広報を実施します。 
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再犯の防止等の推進に関する法律（平成２８年 12月 14 日法律第１０４号） 

 

第一章 総則 

（目的） 

第一条 この法律は、国民の理解と協力を得つつ、犯罪をした者等の円滑な社会復帰を促進

すること等による再犯の防止等が犯罪対策において重要であることに鑑み、再犯の防止

等に関する施策に関し、基本理念を定め、国及び地方公共団体の責務を明らかにするとと

もに、再犯の防止等に関する施策の基本となる事項を定めることにより、再犯の防止等に

関する施策を総合的かつ計画的に推進し、もって国民が犯罪による被害を受けることを

防止し、安全で安心して暮らせる社会の実現に寄与することを目的とする。 

 

（定義） 

第二条 この法律において「犯罪をした者等」とは、犯罪をした者又は非行少年（非行のあ

る少年をいう。以下同じ。）若しくは非行少年であった者をいう。 

２ この法律において「再犯の防止等」とは、犯罪をした者等が犯罪をすることを防ぐこと

（非行少年の非行をなくすこと及び非行少年であった者が再び非行少年となることを防

ぐことを含む。）をいう。 

 

（基本理念） 

第三条 再犯の防止等に関する施策は、犯罪をした者等の多くが安定した職業に就くこと

及び住居を確保することができないこと等のために円滑な社会復帰をすることが困難な

状況にあることを踏まえ、犯罪をした者等が、社会において孤立することなく、国民の

理解と協力を得て再び社会を構成する一員となることを支援することにより、犯罪をし

た者等が円滑に社会に復帰することができるようにすることを旨として、講ぜられるも

のとする。 

２ 再犯の防止等に関する施策は、犯罪をした者等が、その特性に応じ、矯正施設（刑務所、

少年刑務所、拘置所、少年院、少年鑑別所及び婦人補導院をいう。以下同じ。）に収容さ

れている間のみならず、社会に復帰した後も途切れることなく、必要な指導及び支援を受

けられるよう、矯正施設における適切な収容及び処遇のための施策と職業及び住居の確

保に係る支援をはじめとする円滑な社会復帰のための施策との有機的な連携を図りつつ、

関係行政機関の相互の密接な連携の下に、総合的に講ぜられるものとする。 

３ 再犯の防止等に関する施策は、犯罪をした者等が、犯罪の責任等を自覚すること及び被

害者等の心情を理解すること並びに自ら社会復帰のために努力することが、再犯の防止

等に重要であるとの認識の下に、講ぜられるものとする。 

４ 再犯の防止等に関する施策は、犯罪及び非行の実態、再犯の防止等に関する各般の施策

の有効性等に関する調査研究の成果等を踏まえ、効果的に講ぜられるものとする。 
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（国等の責務） 

第四条 国は、前条の基本理念（次項において「基本理念」という。）にのっとり、再犯の

防止等に関する施策を総合的に策定し、及び実施する責務を有する。 

２ 地方公共団体は、基本理念にのっとり、再犯の防止等に関し、国との適切な役割分担を

踏まえて、その地方公共団体の地域の状況に応じた施策を策定し、及び実施する責務を有

する。 

 

（連携、情報の提供等） 

第五条 国及び地方公共団体は、再犯の防止等に関する施策が円滑に実施されるよう、相互

に連携を図らなければならない。 

２ 国及び地方公共団体は、再犯の防止等に関する施策の実施に当たっては、再犯の防止等

に関する活動を行う民間の団体その他の関係者との緊密な連携協力の確保に努めなけれ

ばならない。 

３ 国及び地方公共団体は、再犯の防止等に関する施策の実施に当たっては、再犯の防止等

に関する活動を行う民間の団体その他の関係者に対して必要な情報を適切に提供するも

のとする。 

４ 再犯の防止等に関する活動を行う民間の団体その他の関係者は、前項の規定により提

供を受けた犯罪をした者等の個人情報その他の犯罪をした者等の個人情報を適切に取り

扱わなければならない。 

 

（再犯防止啓発月間） 

第六条 国民の間に広く再犯の防止等についての関心と理解を深めるため、再犯防止啓発

月間を設ける。 

２ 再犯防止啓発月間は、七月とする。 

３ 国及び地方公共団体は、再犯防止啓発月間の趣旨にふさわしい事業が実施されるよう

努めなければならない。 

 

（再犯防止推進計画） 

第七条 政府は、再犯の防止等に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図るため、再犯の

防止等に関する施策の推進に関する計画（以下「再犯防止推進計画」という。）を定めな

ければならない。 

２ 再犯防止推進計画は、次に掲げる事項について定めるものとする。 

一 再犯の防止等に関する施策の推進に関する基本的な事項 

二 再犯の防止等に向けた教育及び職業訓練の充実に関する事項 

三 犯罪をした者等の社会における職業及び住居の確保並びに保健医療サービス及び福

祉サービスの利用に係る支援に関する事項 
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四 矯正施設における収容及び処遇並びに保護観察に関する体制その他の関係機関にお

ける体制の整備に関する事項 

五 その他再犯の防止等に関する施策の推進に関する重要事項 

３ 法務大臣は、再犯防止推進計画の案を作成し、閣議の決定を求めなければならない。 

４ 法務大臣は、再犯防止推進計画の案を作成しようとするときは、あらかじめ、関係行政

機関の長と協議しなければならない。 

５ 法務大臣は、第三項の規定による閣議の決定があったときは、遅滞なく、再犯防止推進

計画を公表しなければならない。 

６ 政府は、少なくとも五年ごとに、再犯防止推進計画に検討を加え、必要があると認める

ときは、これを変更しなければならない。 

７ 第三項から第五項までの規定は、再犯防止推進計画の変更について準用する。 

 

（地方再犯防止推進計画） 

第八条 都道府県及び市町村は、再犯防止推進計画を勘案して、当該都道府県又は市町村に

おける再犯の防止等に関する施策の推進に関する計画（次項において「地方再犯防止推進

計画」という。）を定めるよう努めなければならない。 

２ 都道府県及び市町村は、地方再犯防止推進計画を定め、又は変更したときは、遅滞なく、

これを公表するよう努めなければならない。 

 

（法制上の措置等） 

第九条 政府は、この法律の目的を達成するため、必要な法制上、財政上又は税制上の措置

その他の措置を講じなければならない。 

 

（年次報告） 

第十条 政府は、毎年、国会に、政府が講じた再犯の防止等に関する施策についての報告を

提出しなければならない。 

 

第二章 基本的施策 

第一節 国の施策 

（特性に応じた指導及び支援等） 

第十一条 国は、犯罪をした者等に対する指導及び支援については、矯正施設内及び社会内

を通じ、指導及び支援の内容に応じ、犯罪をした者等の犯罪又は非行の内容、犯罪及び非

行の経歴その他の経歴、性格、年齢、心身の状況、家庭環境、交友関係、経済的な状況そ

の他の特性を踏まえて行うものとする。 

２ 国は、犯罪をした者等に対する指導については、犯罪の責任等の自覚及び被害者等の心

情の理解を促すとともに、円滑な社会復帰に資するものとなるように留意しなければな
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らない。 

 

（就労の支援） 

第十二条 国は、犯罪をした者等が自立した生活を営むことができるよう、その就労を支援

するため、犯罪をした者等に対し、その勤労意欲を高め、これに職業上有用な知識及び技

能を習得させる作業の矯正施設における実施、矯正施設内及び社会内を通じた職業に関

する免許又は資格の取得を目的とする訓練その他の効果的な職業訓練等の実施、就職の

あっせん並びに就労及びその継続に関する相談及び助言等必要な施策を講ずるものとす

る。 

 

（非行少年等に対する支援） 

第十三条 国は、少年が可塑性に富む等の特性を有することに鑑み、非行少年及び非行少年

であった者が、早期に立ち直り、善良な社会の一員として自立し、改善更生することを助

けるため、少年院、少年鑑別所、保護観察所等の関係機関と学校、家庭、地域社会及び民

間の団体等が連携した指導及び支援、それらの者の能力に応じた教育を受けられるよう

にするための教育上必要な支援等必要な施策を講ずるものとする。 

 

（就業の機会の確保等） 

第十四条 国は、国を当事者の一方とする契約で国以外の者のする工事の完成若しくは作

業その他の役務の給付又は物品の納入に対し国が対価の支払をすべきものを締結するに

当たって予算の適正な使用に留意しつつ協力雇用主（犯罪をした者等の自立及び社会復

帰に協力することを目的として、犯罪をした者等を雇用し、又は雇用しようとする事業主

をいう。第二十三条において同じ。）の受注の機会の増大を図るよう配慮すること、犯罪

をした者等の国による雇用の推進その他犯罪をした者等の就業の機会の確保及び就業の

継続を図るために必要な施策を講ずるものとする。 

 

（住居の確保等） 

第十五条 国は、犯罪をした者等のうち適切な住居、食事その他の健全な社会生活を営むた

めに必要な手段を確保することができないことによりその改善更生が妨げられるおそれ

のある者の自立を支援するため、その自助の責任を踏まえつつ、宿泊場所の供与、食事の

提供等必要な施策を講ずるとともに、犯罪をした者等が地域において生活を営むための

住居を確保することを支援するため、公営住宅（公営住宅法（昭和二十六年法律第百九十

三号）第二条第二号に規定する公営住宅をいう。）への入居における犯罪をした者等への

特別の配慮等必要な施策を講ずるものとする。 
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（更生保護施設に対する援助） 

第十六条 国は、犯罪をした者等の宿泊場所の確保及びその改善更生に資するよう、更生保

護施設の整備及び運営に関し、財政上の措置、情報の提供等必要な施策を講ずるものとす

る。 

 

（保健医療サービス及び福祉サービスの提供） 

第十七条 国は、犯罪をした者等のうち高齢者、障害者等であって自立した生活を営む上で

の困難を有するもの及び薬物等に対する依存がある者等について、その心身の状況に応

じた適切な保健医療サービス及び福祉サービスが提供されるよう、医療、保健、福祉等に

関する業務を行う関係機関における体制の整備及び充実を図るために必要な施策を講ず

るとともに、当該関係機関と矯正施設、保護観察所及び民間の団体との連携の強化に必要

な施策を講ずるものとする。 

 

（関係機関における体制の整備等） 

第十八条 国は、犯罪をした者等に対し充実した指導及び支援を行うため、関係機関におけ

る体制を整備するとともに、再犯の防止等に係る人材の確保、養成及び資質の向上のため

に必要な施策を講ずるものとする。 

 

（再犯防止関係施設の整備） 

第十九条 国は、再犯防止関係施設（矯正施設その他再犯の防止等に関する施策を実施する

施設をいう。以下この条において同じ。）が再犯の防止等に関する施策の推進のための重

要な基盤であることに鑑み、再犯防止関係施設の整備を推進するために必要な施策を講

ずるものとする。 

 

（情報の共有、検証、調査研究の推進等） 

第二十条 国は、再犯の防止等に関する施策の効果的な実施に資するよう、関係機関が保有

する再犯の防止等に資する情報を共有し、再犯の防止等に関する施策の実施状況及びそ

の効果を検証し、並びに犯罪をした者等の再犯の防止等を図る上で効果的な処遇の在り

方等に関する調査及び研究を推進するとともに、それらの結果等を踏まえて再犯の防止

等に関する施策の在り方について検討する等必要な施策を講ずるものとする。 

 

（社会内における適切な指導及び支援） 

第二十一条 国は、犯罪をした者等のうち社会内において適切な指導及び支援を受けるこ

とが再犯の防止等に有効であると認められる者について、矯正施設における処遇を経な

いで、又は一定期間の矯正施設における処遇に引き続き、社会内において指導及び支援を

早期かつ効果的に受けることができるよう、必要な施策を講ずるものとする。 
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（国民の理解の増進及び表彰） 

第二十二条 国は、再犯の防止等に関する施策の重要性について、国民の理解を深め、その

協力を得られるよう必要な施策を講ずるものとする。 

２ 国は、再犯の防止等の推進に寄与した民間の団体及び個人の表彰に努めるものとする。 

 

（民間の団体等に対する援助） 

第二十三条 国は、保護司会及び協力雇用主その他民間の団体又は個人の再犯の防止等に

関する活動の促進を図るため、財政上又は税制上の措置等必要な施策を講ずるものとす

る。 

 

第二節 地方公共団体の施策 

第二十四条 地方公共団体は、国との適切な役割分担を踏まえて、その地方公共団体の地域

の状況に応じ、前節に規定する施策を講ずるように努めなければならない。 

 

附 則  

（施行期日） 

１ この法律は、公布の日から施行する。 

 

（検討） 

２ 国は、この法律の施行後五年を目途として、この法律の施行の状況について検討を加え、

その結果に基づいて必要な措置を講ずるものとする。 
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出典：令和元年度再犯防止推進白書 
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用語説明 

【か行】                                          

起訴猶予 

犯罪の嫌疑が認められる場合でも、犯人の性格、年齢及び境遇、犯罪の軽重及び情状並び

に犯罪後の情況により訴追を必要としないことを理由とした不起訴処分。 

協力雇用主 

犯罪・非行の前歴等のために定職に就くことが容易でない刑務所出所者等を、その事情を

理解した上で雇用し、改善更生に協力する民間の事業主。 

矯正管区 

刑務所、少年刑務所、拘置所、少年院、少年鑑別所及び婦人補導院の適切な運営の管理を

図ることを目的とした法務省矯正局の地方支分部局。東北には仙台矯正管区がある。 

矯正施設 

犯罪をした人や非行のある少年を収容し、改善更生のための処遇等を行う施設。法務省所

管の刑務所、少年刑務所、拘置所、少年院、少年鑑別所及び婦人補導院をいう。県内には青

森刑務所及び青森少年鑑別所がある。 

刑法犯 

刑法、暴力行為等処罰法、組織犯罪処罰法等に規定される犯罪。 

刑務所 

受刑者を収容し、処遇を行う施設。県内には青森刑務所がある。 

刑務所出所者等就労奨励金 

保護観察の対象となった人などを雇用し、就労継続に必要な生活指導や助言などを行う

事業主に対して奨励金を支払う国の制度。 

更生緊急保護 

刑事上の手続等による身体の拘束を解かれた人で、親族の援助や公共の衛生福祉に関す

る期間等からの保護を受けることができない場合などに、本人からの申し出に基づき、保護

観察所において、緊急的に必要な援助や保護の措置を実施することにより、速やかな改善更

生を図るもの。 
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更生保護 

犯罪や非行をした人たちに対し、社会の中で立ち直りに向けた指導や支援を行うことに

より、その再犯を防ぎ、社会復帰と自立を助ける活動。 

更生保護施設 

仮釈放などにより保護観察となった人や満期釈放、刑の執行猶予、起訴猶予などにより刑

事施設から釈放された人が、住居がない、頼れる人がいない等の理由で直ちに自立すること

が難しい場合に、宿泊場所や食事の供与、就職援助、生活指導等を行いその更生を支援する

施設。法務大臣の認可を受けた民間の更生保護法人等が設置し、県内には更生保護法人あす

なろが運営する施設（プラザあすなろ）がある。 

更生保護法人 

更生保護事業を営むことを目的として、更生保護事業法の定めるところにより、法務大臣

の認可を受け設立された法人。県内には「青森県更生保護協会」及び「あすなろ」がある。 

高等学校等就学支援金制度 

 高等学校に通う一定の要件（保護者等の年収）を満たす世帯の生徒に対して、授業料に充

てるため、国が高等学校等就学支援金を支給する制度。支援金は、学校が受け取り授業料と

相殺する。 

【さ行】                                          

自助グループ 

ある障害を持つ者同士が互いに励ましあいながら、その障害を様々な形で克服していく 

ための集団。 

執行猶予 

判決で刑を言い渡すにあたり、犯人の犯情を考慮して、刑の執行を一定期間猶予し、その

期間内に刑事事件を起こさず経過したときは刑の言い渡しの効力を消滅させる制度。 

社会を明るくする運動 

すべての国民が、犯罪や非行の防止と罪を犯した人たちの更生について理解を深め、それ

ぞれの立場において力を合わせ、犯罪や非行のない安全で安心な明るい地域社会を築くた

めの全国的な運動。 
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住宅確保要配慮者居住支援法人 

住宅確保要配慮者（低額所得者、被災者、高齢者、障害者、子供を養育する者、その他住

宅の確保に特に配慮を要する者）の民間賃貸住宅への円滑な入居の促進を図るため、住宅確

保要配慮者に対し家賃債務保証の提供、賃貸住宅への入居に係る住宅情報の提供・相談、見

守りなどの生活支援等を実施する法人として都道府県が指定するもの。 

少年院 

家庭裁判所から保護処分として送致された少年に対し、その健全な育成を図ることを目

的として矯正教育、社会復帰支援等を行う施設。東北には、盛岡少年院及び東北少年院（分

院の青葉女子学園を含む）がある。 

少年鑑別所 

(1)家庭裁判所の求めに応じ、鑑別対象者の鑑別を行うこと、(2)観護の措置が執られて少

年鑑別所に収容される者等に対し、健全な育成のための支援を含む観護処遇を行うこと、

(3)地域社会における非行及び犯罪の防止に関する援助を行うことを業務とする施設。 

少年非行防止ＪＵＭＰチーム、少年非行防止リトルＪＵＭＰチーム 

 「少年非行防止ＪＵＭＰチーム」は、少年たち自身が、学校の仲間や地域の方々と一緒に

お互いに非行防止についての呼びかけを行うなどして、県内全体に「非行防止の輪」を広げ

ることを目的に、平成１１年から中学生・高校生を対象に結成されている。 

平成２３年度からは、小学生が「少年非行防止リトルＪＵＭＰチーム」員として委嘱され 

ている。 

スクールカウンセラー 

児童生徒の臨床心理に関して専門的知識や経験を有し、学校において、児童生徒や保護者

へのカウンセリングなどを行う専門家。 

スクールソーシャルワーカー 

社会福祉等の専門的な知識や技術を用いて、児童生徒の置かれた様々な環境への働きか

けや、関係機関等とのネットワークの活用により、問題を抱える児童生徒への支援を行う専

門家。 

生活困窮者自立支援制度 

生活困窮者自立支援法に基づき、経済的に困窮し、最低限度の生活を維持することができ

なくなるおそれのある人に対して、生活保護に至る前の段階での自立に向けた包括的な支
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援を行う制度。 

セーフティネット住宅（住宅セーフティネット制度） 

住宅確保要配慮者に対する支援制度である住宅セーフティネット制度により、住宅確保

要配慮者の入居を拒まないものとして登録した住宅。 

【た行】                                          

地域生活定着支援センター 

高齢又は障害により福祉的な支援を必要とする矯正施設出所者等に対し、出所後直ちに

福祉サービス等につなげる準備を、保護観察所等と協働して実施する機関。令和３年度から

は、高齢又は障害により支援を必要とする被疑者・被告人等を対象者に加える。県内では県

からの委託を受けた社会福祉法人青森県社会福祉協議会が運営。 

特別調整 

高齢又は障害を有し、かつ、適当な帰住先がない受刑者や少年院在院者が、釈放後速やか

に、適切な介護、医療、年金等の福祉サービスを受けることができるよう矯正施設や保護観

察所、地域生活定着支援センターが行う出所後の生活環境の調整。 

【な行】                                          

ネクストキャリアセンターあおもり 

 ４５歳以上の方を対象に、個々の職業適性や能力、経験、価値観などを踏まえて、職業選

択や就職活動に関するアドバイスなどを行うキャリアカウンセリングを実施するとともに、

各種就職情報の提供や再就職支援セミナーの開催などを通じて、個々の特性に応じたきめ

細かい就業支援を行う。県内では青森市の観光物産館アスパム内に設置されている。（委託

先：株式会社 I・M・S） 

【は行】                                          

罰金・科料 

１万円以上（罰金）又は千円以上一万円未満（科料）の納付を科される刑罰。「科料」は

行政罰の「過料」と異なる。 

被疑者・被告人 

被疑者は、警察や検察などの捜査機関から犯罪の疑いをかけられ捜査の対象となってい

るが、まだ起訴されていない者。被告人は、捜査機関によって犯罪の疑いをかけられ、検察

官から起訴された者。 

 



39 

 

非行少年 

犯罪少年（罪を犯した少年（犯行時に 14 歳以上であった少年）をいう。）、触法少年（14 

歳に満たないで刑罰法令に触れる行為をした少年をいう。）、ぐ犯少年（保護者の正当な監督

に服しない性癖等の事由があり、少年の性格又は環境に照らして、将来、罪を犯し、又は刑

罰法令に触れる行為をするおそれのある少年をいう。）の総称。 

保護観察 

犯罪をした人又は非行のある少年が、社会の中で更生するよう、法律や裁判等で定められ

た期間、保護観察官及び保護司による指導・支援を行うもの。 

保護観察所 

犯罪をした人または非行のある少年が、社会の中で更生するように、保護観察官及び保護

司による指導と支援を行う機関で、保護観察のほか、生活環境の更生、更生緊急保護、恩赦

の上申、犯罪予防活動等を行う。 

保護司（会） 

犯罪をした人や非行のある少年の立ち直りを地域で支えるボランティアで、法務大臣か

ら委嘱を受けた非常勤の国家公務員。保護観察の実施、犯罪予防活動等の更生保護に関する

活動を行う。 

【ま行】                                           

学び直し支援金制度 

 高等学校等を退学した者が、再び高等学校等に入学し学び直す場合に、高等学校等就学支 

援金制度における支給期間経過後も、1 年間（定時制・通信制は 2 年間）を限度として、継 

続して就学支援金相当額を支給する制度。 

【や行】                                           

ヤングジョブプラザあおもり 

 若年者就職支援施設である「ジョブカフェあおもり」、「ハローワークヤングプラザ」及び

「あおもり若者サポートステーション」の３施設が一体的運営を行う際の総称。若年者就職

支援施設を一体的に運営することにより就職支援を充実させ、若年者の就職の促進と定着

率の向上を目指すもの。 
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青森県再犯防止推進委員会設置要綱 

 

 （設置目的） 

第１条 県は、再犯防止に関する施策を推進するため、青森県再犯防止推進委員会（以下「委

員会」という。）を設置する。 

 

 （所掌事務） 

第２条 委員会は、次に掲げる事務を所掌する。 

（１）青森県再犯防止推進計画の策定及び推進等に関すること。 

 （２）その他、本県における再犯防止の推進に関すること。 

 

（構成等） 

第３条 委員会は、次に掲げる者のうちから知事が委嘱する委員をもって組織する。 

 （１）学識経験者 

 （２）関係団体の推薦する者 

 （３）国関係機関の推薦する者 

 （４）その他知事が必要と認める者 

 ２ 委員の任期は、２年とし、再任を妨げないものとする。 

 ３ 補欠又は増員により選任された委員の任期は、前任者又は現任者の残任期間とする。 

 

（委員長） 

第４条 委員会に委員長及び副委員長をそれぞれ１名を置く。 

 ２ 委員長は委員の互選により定め、副委員長は委員長が指名する。  

 ３ 委員長が不在のときは、副委員長がその職務を代理する。 

 

 （会議の招集） 

第５条 委員会は、青森県健康福祉部健康福祉政策課長が招集する。 

 ２ 委員長は、会議の議長となる。 

 ３ 委員長が必要と認めるときは、委員以外の者を委員会に出席させることができる。 

 

 （庶務） 

第６条 委員会の庶務は、青森県健康福祉部健康福祉政策課において行う。 

 

 （雑則） 

第７条 この要綱に定めるもののほか、委員会の運営その他必要な事項は、別に定める。 
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附 則 

  この要綱は、令和２年１２月１７日から施行する。 
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区分 推薦機関・団体名 団体の役職 氏名

青森大学社会学部 教授 船木　昭夫

青森県弁護士会 会長 竹中　孝

青森県保護司会連合会 会長 天内　修

更生保護法人　青森県更生保護協会 主事 鬼柳　久美子

更生保護法人　あすなろ 施設長 中村　徹

青森県更生保護女性連盟 会長 神　和子

特定非営利活動法人青森県就労支援事業者機構 会長 川嶋　勝美

青森県ＢＢＳ連盟 高谷　賢

青森県協力雇用主会連盟 会長 佐藤　武治

青森県地域生活定着支援センター
（兼　社会福祉法人青森県社会福祉協議会）

所長 高杉　金之助

公益社団法人　あおもり被害者支援センター 専務理事 柴田　重明

公益財団法人　青森県暴力追放県民センター 事業課長 古川　光春

青森地方検察庁 検察官副検事 竹内　清彦

青森刑務所 首席矯正処遇官 野尻　弘之

青森少年鑑別所 統括専門官 永井　浩明

青森保護観察所 企画調整課長 杉野森　信雄

青森労働局 職業対策課長 神田　康幸

法務省仙台矯正管区第一部　更生支援企画課 更生支援企画課長 恩田　一

法務省東北地方更生保護委員会事務局 更生保護管理官 正木　勉
オブザーバー

国関係機関

関係団体

青森県再犯防止推進委員会委員名簿

令和３年３月３１日現在

学識経験者


